
〇令和７年度一斉交付した資格確認書について 

資格確認書には一部負担金の割合（自己負担割合）や有効期限などの必須記載事項と、高

額療養費制度における 限度区分などの任意記載事項が記載されています。 

 

 ＜任意記載事項＞  

 

① 限度区分、発効期日   

高額療養費制度における限度額の区分が併記さ

れています。一斉交付の資格確認書の発効期日

には限度区分の記載有無に関わらず「令和７年

８月１日」と記載されています。限度区分が記

載されている場合【図１】に、医療機関等で限

度額が適用されます。 

 

② 長期入院該当日 

低所得者Ⅱの区分に該当する期間のうち、過

去12か月で90日を超える入院期間がある場合は

長期入院該当日が資格確認書に併記されていま

す。一斉交付の資格確認書で該当する場合は、 

「令和７年８月１日」と記載されており、入

院時の食事代の自己負担額が減額されます。 

 

 

③ 特定疾病区分、発効期日   

従来の「特定疾病療養受療証」は、引き続き使うことができますが、資格確認書へ併記申請

された被保険者について、特定疾病の区分が併記されています。一斉交付の資格確認書の発

効期日には特定疾病区分の記載有無に関わらず「令和７年８月１日」と記載されています。

特定疾病区分が記載されている場合【図２】に、医療機関等で限度額が適用されます。 

 

※特定疾病の区分は下記の記号で表記します。   

区分Ａ：人工透析が必要な慢性腎不全   

区分Ｂ：先天性血液凝固因子障害の一部（血友病）   

区分Ｃ：血液凝固因子製剤の投与に起因するＨＩＶ感染 
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図１ 資格確認書に限度区分が記載されている場合           図２ 資格確認書に特定疾病区分が記載されている場合 
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